
河南町移動支援事業実施要綱 

（制定 平成１８年１０月１日） 

（目的） 

第１条 この要綱は、河南町地域生活支援事業実施要綱（平成１８年河南町告示第１

１４号。）第２条第９号に規定する移動支援事業（以下「事業」という。）を実施す

ることにより、障がい者及び障がい児（以下「障がい者等」という。）の地域での自

立生活及び社会参加を促すことを目的とする。 

（対象者） 

第２条 事業の対象者は、おおむね就学年齢以上の本町に居住し、住民基本台帳法（昭

和４２年法律第８１号）に基づき住民基本台帳に記録されている者、本町以外に居

住し、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」という。）第６条に規定する自立支援給付の実施主体が

本町である者又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）第３条に規定する保険者

が本町である者であって、次の各号のいずれかに該当し、河南町長（以下「町長」

という。）が移動支援の必要があると認めた者とする。 

（１）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項に規定する

身体障害者手帳を有する全身性障がい者（児） 

（２）知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）及び大阪府療育手帳に関する

規則（平成１２年大阪府規則第４２号）に基づく療育手帳を有する者 

（３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第１項に規定する精神障害者保健福祉手帳を有する者 

（４）前３号に掲げる障がい者等と同等の障がいを有する者で、町長が必要と認め

る者 

２ 前項の規定にかかわらず、支給対象者が法に規定する行動援護、重度訪問介護又

は重度障害者包括支援を受けているときは、事業によるサービスの提供を行わない。 

３ 事業は、利用者１人に対し事業に従事する者１人の個別移動支援により行うも

のとする。 

（事業内容） 

第３条 事業の内容は、原則として１日の範囲内で用務を終えるもので、次の各号の

いずれかに該当するものとする。 

（１）社会生活上必要不可欠な外出 官公庁や金融機関への外出、公的行事への

参加、生活必需品の買い物（本人が同伴するものに限る。）、冠婚葬祭の出

席等 

（２）余暇活動等社会参加のための外出 レジャー、レクリエーション、映画鑑



賞、観劇、外食等 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に規定するものについては、事業の対象外

とする。 

（１）通勤、営業活動等の経済活動に係る外出 

（２）通年かつ長期にわたる外出 

（３）通院のみの介助 

（４）その他町長が社会通念上適当でないと認める外出 

（実施方法） 

第４条 事業は、第６条の規定により移動支援事業者の登録の決定を受けた社会福祉

法人等（以下「事業者」という。）が実施し、町長が事業に要した費用の全部又は一

部（以下「給付費」という。）を給付する方法により実施する。 

（移動支援事業者の登録等） 

第５条 事業者の登録等を受けようとする者は、移動支援事業者登録（変更）申請書

（様式第１号）に必要な書類を添付し、町長に申請しなければならない。 

（移動支援事業者登録の決定等） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査して登録の可否

を決定し、移動支援事業者登録（却下）決定通知書（様式第２号）により、事業者

に通知するものとする。 

（移動支援従事者の要件） 

第７条 事業に従事する者は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

（１）居宅介護従業者養成研修の１級又は２級課程修了者 

（２）移動支援従事者研修修了者 

（３）介護福祉士 

（４）看護師 

（支給申請） 

第８条 事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、地域生活支援事業

支給変更申請書（河南町日中一時支援事業実施要綱（平成１８年河南告示第１１５

号。）以下「要綱第１１５号」という。）第５条に定める様式第１号。以下「申請書」

という。）に申請者の属する世帯の申請書の提出があった月の属する年度分（申請書

の提出があった月の属する月が４月から６月までの申請にあっては、前年度分）の

町民税の課税状況を証する書面を添えて、町長に提出しなければならない。 

（聴き取りの実施） 

第９条 町長は、申請者に対し事業の支給決定を行うため、必要に応じて聴き取りを

実施するものとする。 



（支給決定等） 

第１０条 町長は、申請書の提出があったときは、速やかに支給の可否を決定し、申

請者に対し、地域生活支援事業支給決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通

知書（要綱第１１５号第７条に定める様式第２号）又は地域生活支援事業不支給決

定通知書（要綱第１１５号第７条に定める様式第３号）により通知するものとする。 

（受給者証の交付） 

第１１条 町長は、事業の支給決定を行ったときは、地域生活支援事業に係る受給者

証(要綱第１１５号第８条に定める様式第４号。以下「受給者証」という。)を交付

するものとする。 

（利用方法） 

第１２条 第１０条の規定により支給決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、

受給者証を事業者に提示し、事業者と利用契約を締結して事業を利用するものとする。 

（受給者証の再交付） 

第１３条 受給者証の再交付申請は、地域生活支援受給者証再交付申請書（要綱第１１

５号第１０条に定める様式第５号）により行うものとする。 

（支給の取消し） 

第１４条 町長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、支給決定を取り

消すことができる。 

（１）障がい者等が支援を受ける必要がなくなったとき。 

（２）障がい者等が本町の援護を受ける者でなくなったとき。 

（３）虚偽の申請その他不正な手段により支給決定を受けたとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、町長が利用の状況が不適当と認めたとき。 

（支給単価） 

第１５条 事業に要する支給単価は、１時間当たり２，０００円とする。ただし、３

０分を単位として計算する場合にあっては、３０分当たり１，０００円とする。 

２ １回の派遣時間に１時間未満の端数があるときは、１５分未満は切り捨て、１５

分以上４５分未満は３０分とし、４５分以上は１時間に切り上げる。 

（事業費及び利用者負担額） 

第１６条 事業に要する費用（以下「事業費」という。）は、１箇月当たりの派遣時間

の総数に支給単価を乗じて得た額とする。 

２ 利用者は、前項に規定する事業費の１割を事業者に対して利用者負担額として支

払うものとする。ただし、負担上限月額は、次に定めるとおりとする。 

区  分 生活保護世帯 町民税非課税世帯 町民税課税世帯 

負担上限月額 ０円 ０円 ４，０００円 



３ 利用者が事業者から事業の提供を受けたときは、町長は、給付費として利用者に

給付すべき額の限度において、事業者に支払うことができる。 

４ 前項の規定による支払いがあったときは、利用者に対し、給付費の支給があった

ものとみなす。 

（給付費の請求） 

第１７条 事業者は、事業に要した給付費について、事業を提供した月の翌月の１０

日までに地域生活支援事業請求書（要綱第１１５号第１３条に定める様式第６号）

に必要な書類を添付して町長に請求するものとする。 

２ 町長は、前項の請求内容を審査し、適正な事業の実施であると認めたときは、請

求月の翌月の末日（休日の場合はその前日）までに事業者に給付費を支払うものと

する。 

（委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、町長が別

に定めるものとする。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、平成１８年１０月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年７月１日から施行し、改正後の第１条、第２条第１項各

号列記及び様式第１号の規定は平成２５年４月１日から適用する。 

 


